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地方財政の課題

• 二つの高齢化＝人口・インフラ（公共施設）

人口の高齢化

労働人口の不足⇒地域経済の活力の低迷

社会保障費（例：医療・介護等）の増加⇐地方自治体は社会保障（現物給付）の担い手

人口の減少⇒「消滅可能性都市」

インフラの高齢化

施設の管理維持（長寿命化）・更新⇒多額な管理維持・更新投資

財政悪化・人口減少の中で「現状維持」は実効可能な選択肢ではない

国の財政に依存した地方の財・政済経運営は持続可能ではない・・・⇒地方創生

地方の頑張りを引き出す改革へ



参考：何故、地方財政か？

• 地方交付税は15兆円規模⇒「基礎的財政収支対象
経費」のうち社会保障関係費に次ぐ規模

地方歳出の拡大＝国の財政移転（補助金・交付税）
の拡大に直結

財政赤字の発生要因

⇒国の保護者責任（関与と財源保障）による財政規律
の弛緩・

コスト意識の曖昧化

• 国は（多くの）地方自治体にとって「最後の拠り所」

地方創生＝地方自治体の自立に向けた取り組み

⇒財政再建と両輪

⇒真に支援の必要な地域への支援の継続
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地方交付税法第一条：「（交付税は）地方
団体が自主的に・・・行政を執行する権能
をそこなわず、財源の均衡化を図り・・・地
方行財政の計画的な運営を保障」



参考：地方創生
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参考：頑張る地方を応援？
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参考：
一体改革と
地方財政
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ではどうするか？

• 地方の創意工夫を引き出す＝ボトムアップの改革

公共部門の効率化⇒非効率をどのように「発見」するか？

見える化＝地域間格差の実態を比較⇒見直しへの圧力⇒説明のつかない格差を是正

• 例：一人当たり医療費（年齢補正後）の地域間格差

7出所：経済・財政一体改革推進員会

政策・事業の選別⇒「事後的」に結
果＝成果に基づく見直し
 PDCAサイクルの徹底
 無駄を切るだけではない！

 優良事例（ベストプラクティス）の
発見と横展開



見える化＝比較
• 自治体間のコスト・サービス水準の違いの見える化

公共サービス水準が同じでも、コストに相違⇒相対的に
コストの高い地域は「非効率」？

業務改革（民間委託等）の必要性

サービス水準の代理変数

教育＝学力テスト・いじめ件数等

財政運営に無駄のあるとの情報⇒効率化への圧力

留意：経済環境の近い地域間＝類似団体間での比較が
有効

地域Ａ 地域Ｂ

コスト・成果

地域Ａの財政運営
の非効率？

財政力指数
(平成19年度～平成21年度）

Ⅰ 0.500以上～1.000未満
神奈川県、大阪府、千葉県、埼玉県、静岡県、茨城県、
栃木県、京都府、兵庫県、福岡県、広島県、滋賀県、三
重県、群馬県、岐阜県、岡山県、宮城県
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Ⅱ 0.400以上～0.500未満
石川県、香川県、長野県、富山県、山口県、福島県、奈
良県、山梨県、福井県、新潟県、愛媛県
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Ⅲ 0.300以上～0.400未満
北海道、熊本県、大分県、和歌山県、佐賀県、山形県、
青森県、徳島県、岩手県、宮崎県、鹿児島県
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Ⅳ 0.300未満 長崎県、沖縄県、秋田県、鳥取県、高知県、島根県 6

都道府県類型区分一覧

グループ 団体名 団体数





出所：厚生労働省（平成28年3月）



参考：政策評価体系とPDCA
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政策評価のポイント

成果＝結果で評価する

政策・事業を適宜見直す⇒政策の誤り・試行錯誤を認める

進捗管理＝フォローアップする

⇒経済学では「当然視」＝仮定されている意思決定プロセス
を「制度的」に担保する

出所：総務省資料



経済・財政と暮らしの指標「見える化」データ集

経済財政や暮らしに関わる約130項目の統計データ等を「都道府県別または、市区町村別」かつ「時系列（1975～2015年
のうち可能な限り広く）」に収集・整理

 都道府県別データ
地方財政分野 社会保障分野 社会基盤分野、文教分野 暮らしの指標 人口指標、経済指標

 市区町村別データ
地方財政分野 社会保障分野 社会基盤分野、文教分野 暮らしの指標 人口指標、経済指標

次のステップは？

• 成果＝データを分析する

成果の決定要因は？⇒仮説・モデルによる検証

成果の普遍性・頑健性の検証⇒個別（特殊）要因と一般（構造）要因の識別

• 見える化＝データの共有⇒広くアイディアを募る

課題・仮説の発見

学術研究＝データ分析の方法論と政策研究＝課題解決の融合



参考：分析例

因果関係が明らかで
はない

⇒仮説・モデルに基
づく検証が必要



見える化の分析

 民間委託・ICT化（業務改革）の効果
 公会計・地方公営事業会計改革のよるコスト意識の喚起

 公営企業・特別会計（国民健康保険等）への法定外繰入金
による「予算のソフト化」

 自治体間の広域連携・ネットワーク化
 コンパクトシティ化（公共施設の再編成）の効果

検証する政策課題（例）

itititiit Xzy εγβα +++=

政策の効果
・住民一人あたりコスト
・雇用・失業率等

政策
・民間委託・広域化等

政策効果

地域属性・モデル構造
・「見える化データ集」等の活用

計量分析のテク
・系列相関
・不均一分散
・内生性バイアス

仮説・モデルの設定

実証分析
・DID
・パネル分析等

学術研究の蓄積



出所：経済財政一体改革推進委員会（平成27年10月13日）

参考：医療費の地域間格差の分析

• 経済学の視点＝事実確認から分
析へ

• 高齢化等の要因で説明できない
地域差

⇒医療提供体制の効率性に起因？

例：病床数と医療費の因果関係

医師（医療機関）誘発需要？

病床を埋めるよう患者に入院を
誘導？

情報・知識以上、医師は患者に
優位≠消費者主権



検討課題例その1：広域化の効果は？

16出所：総務省資料

市町村の最適規
模（人口）の実証
研究は数多くあり

⇒自治体間連携・
ネットワークの効
果の検証は？



ロジックモデル＝因果
関係や仮説の検証は？

検討課題例その2：地方経済へのインパクト
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